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中野市立豊田小学校及び豊田中学校整備工事設計業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 目的 

本プロポーザルは、中野市立豊田小学校及び豊田中学校整備工事設計業務

（以下、「設計業務」という。）を委託するにあたり、高い技術力と豊富な経

験等を有する設計者を選定することを目的に実施するものである。 

 

２ 基本事項 

⑴ 名称 

中野市立豊田小学校及び豊田中学校整備工事設計業務委託に係る公募型

プロポーザル（以下「本プロポーザル」という。) 

⑵ 主催者 

  中野市 

⑶ 募集方法 

  公募型 

⑷ 選考方針 

ア 最適候補者の審査は、審査委員会において行う。 

イ 一次審査では、参加表明書の提出者の中から、提出書類に基づき資格

審査を行い、技術提案書を提出できる者を選定する。 

二次審査では、技術提案書の提出者の中から、技術提案書、プレゼン

テーション及びヒアリングに基づき、最適候補者及び次点者を選定する。 

⑸ 性格 

本プロポーザルは、最適候補者等を選定するため、設計者の基本的な考

え方や設計に関する技術力等について、与えられた条件下における提案を

基に評価するものとする。 

 ⑹ 担当課 

 中野市教育委員会事務局 学校教育課 施設係 

  〒383-8614 長野県中野市三好町一丁目３番 19 号 

  電話 0269-22-2111（内線 420） 
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⑺ 整備事業の日程（※予定） 

   設計者の特定   平成 30 年 ４月～平成 30 年 ６月 

   基本設計        平成 30 年 ６月～平成 30 年 10 月 

   実施設計     平成 30 年 10 月～平成 31 年 ３月 

   整備工事     平成 31 年 ４月～平成 33 年（2021 年）２月 

   統合校開校    平成 33 年（2021 年）４月 

     

３ スケジュール 

  本プロポーザルは、以下のスケジュールで行う。 

  （※以下の日程は、特記がない限り平成 30 年とする。） 

⑴公告          ３月 27 日（火） 

⑵現地見学会受付     ３月 28 日（水）から３月 29 日（木）まで 

⑶現地見学会       ４月 ２日（月）から４月 ３日（火）まで 

⑷質問の受付       ４月 ４日（水）から４月 ９日（月）まで 

⑸質問の回答       ４月 16 日（月） 

⑹参加表明書等の提出   ４月 17 日（火）から４月 18 日（水）まで 

 ⑺一次審査の結果通知   ４月 20 日（金） 

⑻技術提案書の提出    ５月 14 日（月）から５月 16 日（水）まで 

⑼プレゼンテーション   ５月 22 日（火） 

⑽二次審査の結果通知   ５月 24 日（木） 

 

４ 業務概要 

 ⑴ 業務名 

中野市立豊田小学校及び豊田中学校整備工事設計業務委託 

  ⑵ 業務内容 

  ア 豊田小学校及び豊田中学校整備工事に係る基本設計・実施設計業務 

  イ 整備工事に伴う既存施設の解体工事に係る基本設計・実施設計業務 

  ウ 地質調査業務 

  エ 測量調査業務 

  オ 準備委員会、学校等への説明 

⑶ 履行期間 

契約締結の日から平成 31 年３月 29 日（金）までとする。 

 ⑷ 整備計画地 

中野市大字豊津 4296 番地１ 中野市立豊田中学校 

⑸ 敷地面積 

   18,088 ㎡（※学校施設台帳による） 
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  ⑹ 概算工事費 

  整備工事一式（外構工事、既存施設解体工事等を含む。） 

1,700,849 千円（上限額・税込額）  

⑺ 計画概要 

「別途計画概要書」のとおり 

⑻ 業務委託料 

  69,358 千円（上限額・税込額） 

⑼ その他 

 ア 本業務に豊田給食センターの解体撤去に係る設計業務及び工事は含ま

ないこととする。 

 イ 本業務に既存屋内運動場に係る設計業務及び工事は含まないこととす

る。 

 

５ 参加者の資格要件 

本プロポーザルに参加することができる者（以下「参加者」という。）は、

参加表明書提出日において、次の⑴から⑻までの資格要件をすべて満たす単

体企業又はその単体企業を代表者とし、⑴から⑶まで及び⑸から⑻までの資

格要件を満たす者（以下「構成員」という。）によって構成される特定建築設

計共同企業体（以下「企業体」という。）で⑼の資格要件を満たす者であるこ

と。 

⑴ 平成 29・30 年度中野市建設工事等競争入札参加資格者名簿の「建築関係

建設コンサルタント業務」に登録のある者で、中野市、飯山市、山ノ内町、

栄村、野沢温泉村、木島平村、長野市、須坂市、小布施町、信濃町、飯綱

町、高山村に本社を有する者であること。 

⑵ 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４の規定に該当し

ない者であること。 

⑶ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条第 1 項に規定する一級建築

士事務所の登録を受けていること。 

⑷ 建築士法第５条の規定による一級建築士免許の登録がされている者（３

月以上の恒常的な雇用関係がある者に限る。）を５人以上有していること。 

⑸ 中野市建設工事等入札参加者に係る指名停止規定(平成 17 年中野市訓令

第 28 号)第２条又は第３条の規定による指名停止を受けていないこと。 

⑹ 会社更生法(平成 14年法律第 154 号)に基づく更生手続き開始の申し立て

がなされていない者（更生手続き開始の決定を受けた者を除く。）であるこ

と。 

⑺ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申し立
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てがなされていない者（再生手続き開始の決定を受けた者を除く。）である

こと。 

⑻ 中野市暴力団排除条例(平成24年中野市条例第８号)第２条に規定する暴

力団員又は暴力団関係者でないこと。 

⑼ 企業体の要件 

ア 企業体の構成員は２者以内であること。 

  イ 各構成員は、本プロポーザルに参加する単体企業又は他の企業体の構

成員でない者であること。 

   ウ 代表構成員は出資比率の最も多い者であること。 

エ 一つの分担業務分野を複数の構成員が共同して実施しないこと。 

  

６ 業務実施上の条件 

「５ 参加者の資格要件」の他、次の要件をすべて満たす者であること。 

⑴ 配置技術者の資格要件 

次の要件を備えた管理技術者及び主任担当技術者をそれぞれ１名配置す

ること。 

なお、管理技術者と各主任担当技術者及び各担当分野の主任担当技術

者の兼任は認めないものとする。 

ア 管理技術者 

次の資格要件をすべて満たす者であること。 

   ① 参加者の組織と３月以上の恒常的な雇用関係がある者であること。

また、設計共同体とする場合は代表構成員に所属する者であること。 

② 建築士法第２条第２項に規定する一級建築士の資格を有する者であ

ること。 

③ 平成 20年４月１日以降に延べ面積 2,000 ㎡以上の公共建築物の新築、

増築、又は改築に係る基本設計又は実施設計業務を管理技術者又は建

築（総合）主任担当技術者として担当した実績（異なる組織での実績

も可とする。）を有する者であること。 

イ 建築（総合）主任担当技術者 

次の資格要件をすべて満たす者であること。 

   ① 参加者の組織と３月以上の恒常的な雇用関係がある者であること。 

また、企業体とする場合は代表構成員に所属する者であること。 

② 建築士法第２条第２項に規定する一級建築士の資格を有する者であ

ること。 

③ 建築設計業務に５年以上の経験を有する者であること。 

ウ 建築（構造）主任担当技術者 
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次の資格要件をすべて満たす者であること。 

① 建築士法第10条の２第１項に規定する構造設計一級建築士の資格を

有する者であること。 

② 建築（構造）設計業務に５年以上の経験を有する者であること。 

エ 建築（積算）主任担当技術者 

  次のいずれかの資格を有する者であること。 

① （社）日本建築積算協会が付与する建築積算士の資格を有する者で

あること。 

② （社）日本建築積算協会が付与する建築コスト管理士（建築積算資

格者）の資格を有する者であること。 

オ 電気設備主任担当技術者 

  次のいずれかの資格を有する者であること。 

① 建築士法第10条の２第２項に規定する設備設計一級建築士の資格を

有する者であること。 

② 建築士法施行規則（昭和 25 年建設省令第 38 号）に規定する建築設

備士の資格を有する者で、主に電気設計業務に５年以上の経験を有す

る者であること。 

カ 機械設備主任担当技術者 

  次のいずれかの資格を有する者であること。 

① 建築士法第10条の２第２項に規定する設備設計一級建築士の資格を

有する者であること。 

② 建築士法施行規則に規定する建築設備士の資格を有する者で、主に

機械設備設計業務に５年以上の経験を有する者であること。 

⑵ 分担業務分野の再委託 

ア 主たる分担業務分野である建築（総合）分野の再委託は認めない。 

イ 構造分野の再委託先は、本業務に関与することができる建築士法第 10

条の２第１項に規定する構造設計一級建築士の資格を有する者が所属し

ていること。 

ただし、参加者の組織に構造設計一級建築士の資格を有する者が所属

し、本業務に関与することができる場合は、この限りではない。 

  ウ 積算分野の再委託先は、本業務に関与することができる（社）日本建

築積算協会が付与する建築積算士の資格を有する者、又は（社）日本建

築積算協会が付与する建築コスト管理士（建築積算資格者）の資格を有

する者のいずれかが所属していること。 

ただし、参加者の組織に建築積算士の資格を有する者、又は建築コス

ト管理士（建築積算資格者）の資格を有する者が所属し、本業務に関与
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することができる場合は、この限りではない。 

エ 設備分野の再委託先は、本業務に関与することができる建築士法第 10

条の２第２項に規定する設備設計一級建築士の資格を有する者、又は建

築士法施行規則に規定する建築設備士の資格を有する者で、主に各設備

設計業務に５年以上の経験を有する者のいずれかが所属していること。 

ただし、参加者の組織に設備設計一級建築士の資格を有する者、又は

建築設備士の資格を有する者で、主に各設備設計業務に５年以上の経験

を有する者が所属し、本業務に関与することができる場合は、この限り

ではない。 

⑶ 参加に対する制限 

  審査委員会の委員が自ら設立し、又は役員、顧問等として実質的に関係  

する組織の参加は認めない。 

 

７ 参加表明書等の提出【一次審査】 

 ⑴ 提出書類及び提出部数 

ア 参加表明書（様式１） １部提出 

イ 参加者の組織に所属する技術者数及び有資格者数調書（様式２）   

10 部提出 

ウ 参加者の主な業務実績調書（様式３） 10 部提出 

エ 管理技術者の経歴等調書（様式４） 10 部提出 

オ 主任担当技術者の経歴等調書（様式５） 10 部提出 

カ 協力事務所調書（様式６） 10 部提出 

キ 添付資料 １部提出 

① 一級建築士事務所登録の写し 

② 「参加者の主な業務実績調書（様式３）」「管理技術者の経歴等調書

（様式４）」「主任担当技術者の経歴等調書（様式５）」に記載された業

務の契約書及び当該施設の概要が確認できる資料の写し 

③ 配置予定技術者の資格証の写し 

④ 配置予定技術者との雇用関係が確認できる健康保険被保険者証等の

写し 

⑤ 「６ 業務実施上の条件 ⑴配置技術者の資格要件」のうち、ア③

に係る実績が確認できる書類及びイ③、ウ②、オ②、カ②に係る業務

経歴が確認できる書類 

⑥ 企業体で参加する場合は、特定建築設計共同体協定書の写し 

⑵ 提出期間 

   平成 30 年４月 17 日（火）～４月 18 日（水） 
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午前８時 30 分～午後５時 15 分 

⑶ 提出方法 

   持参又は郵送による。ただし、郵送の場合は、「配達証明付き書留郵便」

とし、提出期限までに必着とする。 

⑷ 提出先 

   〒383-8614 

長野県中野市三好町一丁目３番 19 号 

   中野市教育委員会事務局 学校教育課 施設係 

⑸ 一次審査の結果 

   平成 30 年４月 20 日（金）までに参加表明書提出者全員に通知する。 

 

８ 技術提案書の提出【二次審査】 

⑴ 提出書類及び提出部数 

ア 技術提案書（様式７） １部提出 

   イ 業務実施方針書（様式８） 10 部提出 

   ウ 特定テーマについての技術提案書（様式９） 10 部提出 

  エ 本業務及び概算工事費に係る参考見積書（任意様式） １部提出 

⑵ 特定テーマ 

  ア 配置計画 

① 現有敷地での小学校、中学校の配置 

② 既存校舎の有効活用 

  イ 工程・仮設計画 

① 統合校開校までの設計及び工事スケジュール 

② 生徒、教職員が学校生活を送りながら工事を進めるうえでの仮設計

画、及び近隣住民への安全配慮。 

ウ 地域・景観 

① 地域開放、避難施設についての考え方 

② 景観への配慮 

エ コスト縮減 

① 建設工事費、施設の維持管理経費の縮減 

② 財源確保に向けた補助金の活用 

⑶ 書類作成上の留意事項 

  ア 「業務実施方針書（様式８）」はＡ３判横（片面）１枚、「特定テーマ

についての技術提案書（様式９）」は特定テーマ４題をＡ３判横（片面）

３枚以内にまとめること。 

イ 「特定テーマについての技術提案書（様式９）」は文章での表現のほか、
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簡易な図面、パース等を簡潔に記載すること。 

なお、文字の大きさは 10 ポイント以上とすること。 

（※図面内の文字の大きさは適宜とする。） 

ウ 「業務実施方針書（様式８）」及び「特定テーマについての技術提案書

（様式９）」については、提出部数の内、１部を除き、提案者（企業体の

構成員及び協力事務所等を含む。）が特定できる語句、記号、過去の実績

名称等は記載しないこと。 

エ 提出書類に使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日

本の標準時及び計量法（平成４年法律第51号）に定める単位とすること。 

⑷ 提出期間 

平成 30 年５月 14 日（月）～５月 16 日（水） 

午前８時 30 分～午後５時 15 分 

⑸ 提出方法 

   持参又は郵送による。ただし、郵送の場合は、「配達証明付き書留郵便」

とし、提出期限までに必着とする。 

⑹ 提出先 

   〒383-8614 

長野県中野市三好町一丁目３番 19 号 

   中野市教育委員会事務局 学校教育課 施設係 

 

９ 参加表明書及び技術提案書に係る質問の受付及び回答 

⑴  質問の内容 

本プロポーザルに関する質問は、参加表明書及び技術提案書の作成又は

提出に関する事項並びに基本・実施設計業務に関する事項に限ることとし、

評価及び審査に関する質問や提案内容に関する質問は受け付けない。  

⑵ 質問の方法 

ア 提出様式 

質問書（様式 10） 

イ 提出方法 

持参、郵送又はＦＡＸによる。 

（いずれの提出方法でも受付期間内に必着とする。） 

  ウ 提出期間 

    平成 30 年４月４日（水）～４月９日（月）  

午前８時 30 分～午後５時 15 分 

  エ 提出先 

〒383-8614 長野県中野市三好町一丁目３番 19 号 
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中野市教育委員会事務局 学校教育課 施設係 

ＦＡＸ 0269-22-5901 

 ⑶ 質問の回答 

提出された質問に対する回答は、平成 30 年４月 16 日（月）までに中野

市公式ホームページに掲載する。 

 

10 技術提案書に係るプレゼンテーション及びヒアリング 

技術提案書に係るプレゼンテーション及びヒアリングは、次により実施す

る。 

⑴ 実施日 

平成 30 年５月 22 日（火）  

⑵ 実施場所 

 中野市役所 

⑶ 出席者 

３人以内とする。なお、プレゼンテーション及びヒアリングは原則とし

て配置予定の管理技術者及び建築（総合）主任担当技術者が行うこと。 

⑷ 留意事項 

ア プレゼンテーションは技術提案書によるものとし、技術提案書の内容

の変更、追加は認めない。 

ただし、スクリーン等の使用のための編集を行うことは認める。 

イ 技術提案書に係るプレゼンテーション及びヒアリングの詳細について

は、該当者に別途通知する。 

⑸ 審査結果 

平成 30 年５月 24 日（木）までに技術提案書提出者全員に郵送で発送す

る。 

 

11 審査方法 

⑴ 審査委員会 

最適候補者等の審査は、審査委員会において行う。 

⑵ 審査方法及び審査基準 

審査は２段階方式により行う。 

ア 一次審査 

参加表明書の提出者の資格審査、および評価項目（事務所の評価、配

置予定技術者の技術力、企業体の構成員の評価）を審査する。 

イ 二次審査 

技術提案書により、評価項目（本業務の目的、与条件などの業務内容
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の理解度、特定テーマに対する技術提案、取り組み意欲、独創性、一次

審査の結果）に基づき、最適候補者及び次点者を選定する。 

⑶ 審査結果の公表 

ア 一次審査の結果については、参加表明書提出者全員に通知する。 

イ 二次審査の結果については、技術提案書提出者全員に通知する。 

ウ 前各号の通知を受けた者は、通知を受けた日から起算して７日以内に

書面により説明を求める事ができるものとする。 

エ 前号の回答については、説明を求める事ができる最終日の翌日から起

算して７日以内に書面により回答するものとする。 

なお、電話、電子メール等による問い合わせには応じない。 

⑷ 失格基準 

   次のいずれかに該当する場合、失格とする場合がある。 

ア 審査委員会、事務局関係者に、本プロポーザルに関して不正な接触又

は要求をした場合 

イ 提出書類に虚偽の内容を記載した場合 

ウ 業務実施方針書（様式８）、特定テーマに関する技術提案書（様式９）

に提案者が特定できる語句、記号、過去の実績名称等を記載した場合 

エ 提出方法、提出先及び提出期限の条件に適合しない場合 

 

12 現地見学会の実施 

⑴  申込方法 

ア 申込様式 

Ａ４判で様式は自由とする。なお、文書には事務所名、担当部署、 

参加者氏名、責任者氏名、電話番号を必ず併記すること。 

イ 申込方法 

持参、郵送又はＦＡＸによる。 

（いずれの提出方法でも申込期間内に必着とする。） 

  ウ 申込期間 

    平成 30 年３月 28 日（水）～３月 29 日（木）  

午前８時 30 分～午後５時 15 分 

エ 申込先 

〒383-8614 長野県中野市三好町一丁目３番 19 号 

中野市教育委員会事務局 学校教育課 施設係 

ＦＡＸ 0269-22-5901 

⑵  実施日時 

平成 30 年４月２日（月）～４月３日（火）  
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午前９時～午後５時 

（※各者１時間程度とする。） 

ア 詳細な時間は担当課より「⑴申込方法 ア申込様式」に記載された責 

任者に電話連絡をすることとする。 

イ 現地見学会に参加できる人数は１者５名までとする。 

  ウ 当日は、担当職員の指示に従い、許可された範囲でのみ行動すること。 

  エ 担当職員による説明ならびに質疑応答は一切行わない。 

  オ 敷地内の写真撮影は可とするが、児童の撮影は一切禁止とする。周辺

環境の撮影については自らの責任で行うこととする。 

 

13 契約の交渉 

最適候補者と契約締結の交渉を行う。 

なお、最適候補者との契約交渉が整わなかった場合は、次点者と契約交渉

を行うこととする。 

 

14 その他 

⑴ 提出書類の取扱い 

ア 著作権及び意匠 

① 提出された技術提案書の著作権は、第三者に帰属すべきものを除き、

各提出者に帰属するものとする。 

② 技術提案書に第三者の著作物を使用する場合は、著作権法に認めら

れた場合を除き、当該第三者の承諾を得ること。 

③ 第三者の著作物の使用の責めは、使用した参加者にすべて帰するも

のとする。 

⑵ 提出書類の使用 

ア 市は、本プロポーザルに関する事項の公表、展示、その他必要と認め

るときには、技術提案書を無償で使用することができるものとする。 

この場合、提案者名は明示するものとする。 

イ 最適候補者として特定された者の技術提案書は、公開することがある。 

⑶ 経費の負担 

ア 参加表明書及び技術提案書の作成に要した費用は、参加者の負担とす

る。 

イ 書類提出時、二次審査への旅費は、参加者の負担とする。 

⑷ その他 

ア 参加表明書及び技術提案書の提出は１者につき１件とする。 

イ 受理した参加表明書及び技術提案書の差替えは認めない。 
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ウ 提出された参加表明書及び技術提案書は返却しない。 

エ 参加表明書及び技術提案書に記載した配置予定技術者は、病床、死亡、

退職等の特別な理由があると認めた場合を除き、業務完了まで変更する

事は認めない。なお、変更する場合は同等以上の技術者を充て、発注者

の了解を得ること。 

オ 参加表明書の提出後に参加を辞退する場合には、辞退の理由を記載し

た書面で届け出ること。 

カ 本業務受託者には工事監理業務を発注する予定である。 


